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農薬取締法 抜粋

（昭和二十三年七月一日法律第八十二号）

（農薬の登録）

第二条 製造者又は輸入者は、農薬について、農林水産大臣の登録を受けな

ければ、これを製造し若しくは加工し、又は輸入してはならない。ただし、

その原材料に照らし農作物等、人畜及び水産動植物に害を及ぼすおそれがな

いことが明らかなものとして農林水産大臣及び環境大臣が指定する農薬（以

下「特定農薬」という。）を製造し若しくは加工し、又は輸入する場合、第

十五条の二第一項の登録に係る農薬で同条第六項において準用する第七条の

規定による表示のあるものを輸入する場合その他農林水産省令・環境省令で

定める場合は、この限りでない。

２ 前項の登録の申請は、次の事項を記載した申請書、農薬の薬効、薬害、

毒性及び残留性に関する試験成績を記載した書類並びに農薬の見本を提出し

て、これをしなければならない。

一及び二 （略）

三 適用病害虫の範囲（農作物等の生理機能の増進又は抑制に用いられる薬

剤にあつては、適用農作物等の範囲及び使用目的。以下同じ。）及び使用

方法

四 人畜に有毒な農薬については、その旨及び解毒方法

五 水産動植物に有毒な農薬については、その旨

六～十 （略）

３～６（略）

（記載事項の訂正又は品質改良の指示）

第三条 農林水産大臣は、前条第三項の検査の結果、次の各号のいずれかに

該当する場合は、同項の規定による登録を保留して、申請者に対し申請書の

記載事項を訂正し、又は当該農薬の品質を改良すべきことを指示することが

できる。

一 （略）

二 前条第二項第三号の事項についての申請書の記載に従い当該農薬を使用

する場合に農作物等に害があるとき。

三 当該農薬を使用するときは、使用に際し、危険防止方法を講じた場合に

おいてもなお人畜に危険を及ぼすおそれがあるとき。

四 前条第二項第三号の事項についての申請書の記載に従い当該農薬を使用

する場合に、当該農薬が有する農作物等についての残留性の程度からみて、
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その使用に係る農作物等の汚染が生じ、かつ、その汚染に係る農作物等の

利用が原因となつて人畜に被害を生ずるおそれがあるとき。

五 前条第二項第三号の事項についての申請書の記載に従い当該農薬を使用

する場合に、当該農薬が有する土壌についての残留性の程度からみて、そ

の使用に係る農地等の土壌の汚染が生じ、かつ、その汚染により汚染され

る農作物等の利用が原因となつて人畜に被害を生ずるおそれがあるとき。

六 当該種類の農薬が、その相当の普及状態のもとに前条第二項第三号の事

項についての申請書の記載に従い一般的に使用されるとした場合に、その

水産動植物に対する毒性の強さ及びその毒性の相当日数にわたる持続性か

らみて、多くの場合、その使用に伴うと認められる水産動植物の被害が発

生し、かつ、その被害が著しいものとなるおそれがあるとき。

七 当該種類の農薬が、その相当の普及状態のもとに前条第二項第三号の事

項についての申請書の記載に従い一般的に使用されるとした場合に、多く

の場合、その使用に伴うと認められる公共用水域（水質汚濁防止法 （昭

和四十五年法律第百三十八号）第二条第一項 に規定する公共用水域をい

う。第十二条の二において同じ。）の水質の汚濁が生じ、かつ、その汚濁

に係る水（その汚濁により汚染される水産動植物を含む。第十二条の二に

おいて同じ。）の利用が原因となつて人畜に被害を生ずるおそれがあると

き。

八 （略）

九 当該農薬の薬効が著しく劣り、農薬としての使用価値がないと認められ

るとき。

十 （略）

２及び３ （略）

（申請による適用病害虫の範囲等の変更の登録）

第六条の二 第二条第一項の登録を受けた者は、その登録に係る同条第二項

第三号の事項を変更する必要があるときは、農林水産省令で定める事項を記

載した申請書、登録票、変更後の薬効、薬害、毒性及び残留性に関する試験

成績を記載した書類並びに農薬の見本を農林水産大臣に提出して、変更の登

録を申請することができる。

２ （略）

３ 農林水産大臣は、前項の検査の結果第三条第一項各号の一に該当する場

合は、前項の規定による変更の登録を保留して、申請者に対し、申請書の記

載事項を訂正すべきことを指示することができる。

４ （略）
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（使用の禁止）

第十一条 何人も、次の各号に掲げる農薬以外の農薬を使用してはならない。

ただし、試験研究の目的で使用する場合、第二条第一項の登録を受けた者が

製造し若しくは加工し、又は輸入したその登録に係る農薬を自己の使用に供

する場合その他の農林水産省令・環境省令で定める場合は、この限りでない。

一 容器又は包装に第七条の規定による表示のある農薬（第九条第二項の規

定によりその販売が禁止されているものを除く。）

二 特定農薬

（農薬の使用の規制）

第十二条 農林水産大臣及び環境大臣は、農薬の安全かつ適正な使用を確保

するため、農林水産省令・環境省令をもつて、現に第二条第一項又は第十五

条の二第一項の登録を受けている農薬その他の農林水産省令・環境省令で定

める農薬について、その種類ごとに、その使用の時期及び方法その他の事項

について農薬を使用する者が遵守すべき基準を定めなければならない。

２ （略）

３ 農薬使用者は、第一項の基準（前項の規定により当該基準が変更された

場合には、その変更後の基準）に違反して、農薬を使用してはならない。
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農薬を使用する者が遵守すべき基準を定める省令 抜粋

（農林水産省・環境省令第五号）

農薬取締法（昭和二十三年法律第八十二号）第十二条第一項の規定に基づ

き、農薬を使用する者が遵守すべき基準を定める省令を次のように定める。

第一条 （略）

（表示事項の遵守）

第二条 農薬使用者は、食用及び飼料の用に供される農作物等（以下「食用

農作物等」という。）に農薬を使用するときは、次に掲げる基準を遵守しな

ければならない。

一 適用農作物等の範囲に含まれない食用農作物等に当該農薬を使用しない

こと。

二 付録の算式によって算出される量を超えて当該農薬を使用しないこと。

三 農薬取締法施行規則（昭和二十六年農林省令第二十一号。以下「規則」

という。）第七条第二項第二号に規定する希釈倍数の最低限度を下回る希

釈倍数で当該農薬を使用しないこと。

四 規則第七条第二項第三号に規定する使用時期以外の時期に当該農薬を使

用しないこと。

五 規則第七条第二項第四号に規定する生育期間において、次のイ又はロに

掲げる回数を超えて農薬を使用しないこと。

イ 種苗法施行規則（平成十年農林水産省令第八十三号）第二十三条第三

項第一号に規定する使用した農薬中に含有する有効成分の種類ごとの使

用回数の表示のある種苗を食用農作物等の生産に用いる場合には、規則

第七条第二項第五号に規定する含有する有効成分の種類ごとの総使用回

数から当該表示された使用回数を控除した回数

ロ イの場合以外の場合には、規則第七条第二項第五号に規定する含有す

る有効成分の種類ごとの総使用回数

２ （略）

第三～九条 （略）
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農薬取締法第十二条第一項の農林水産省令・環境省令で定める農薬を定め

る省令（農林水産省・環境省令 第四号）

農薬取締法（昭和二十三年法律第八十二号）第十二条第一項の規定に基づ

き、農薬取締法第十二条第一項の農林水産省令・環境省令で定める農薬を定

める省令を次のように定める。

農薬取締法（以下「法」という。）第十二条第一項の農林水産省令・環境省

令で定める農薬は、次の各号に掲げるものとする。ただし、試験研究の目的

で農薬を使用する農薬、植物防疫法（昭和 25 年法律第 151 号）第十七条第一
項、第十八条第二項及び第二十九条第一項の規定による防除を行うために使

用する農薬並びに同法第十条第一項に規定する輸入国がその輸入につき輸出

国の検査証明を必要としている植物及びその容器包装を輸出しようとする者

が当該輸入国の要求に応じるため当該植物及びその容器包装に使用する農薬

を除く。

(一) 現に法第二条第一項又は法第十五条の二第一項の登録を受けている農

薬

(二) 法第二条第一項または法第十五条の二第一項の登録を受けていた農薬

であって、容器又は包 装に法第七条（法第十五条の二第六項におい

て準用する場合を含む。）の規定による表示のあるもの （法第九条第二

項の規定によりその販売が禁止されているものを除く。）


